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１ 第二次エコダイラ・オフィス計画の概要 

 

 

  平成９年の京都議定書の採択により始まった、温室効果ガスの総排出量６％削減の目標達

成に向けた国の取組に合わせ、市においても、平成１４年度に、市職員が自ら実施する事務

事業に伴う環境への負荷の低減に向けて、率先して実行するための環境率先行動計画と地球

温暖化防止計画の二つの性格を併せ持つエコダイラ・オフィス計画を策定し取組を進めてき

ました。 

  この進捗状況やその後策定された小平市ごみ処理基本計画（改訂）や小平市地域エネルギ

ービジョンなどを踏まえ、市内の大規模事業者として、更に自ら率先して、廃棄物の減量、

二酸化炭素等の温室効果ガスの削減や環境負荷の低減に積極的に取組む姿勢を示すために、

平成２２年３月に第二次エコダイラ・オフィス計画を策定しました。 

 

(1) 市は自ら率先して環境負荷の低減に努めます。 

(2) 市の事務及び事業に関する温室効果ガスの排出量の削減並びに吸収作用の保全及び強化

のための措置に関する計画として、温室効果ガスの削減に向けて行動します。 

 

   市が行うすべての事務･事業（外部施設を含む。）とします。 

 

  平成２２年度から平成３２年度までの１１か年とし、中間目標は平成２４年度、最終目標

年度を平成３２年度とします。 

 

(1) 地球環境保全のため、全職員が環境への影響を自覚し、環境負荷の低減に向けた目標の

達成に積極的に取り組みます。 

(2) 市が行う事務・事業におけるエネルギーの消費に伴って排出される二酸化炭素排出量を、

平成１７年度を基準年とし、施設毎に中間目標年度、最終目標年度の削減目標を設定し、

きめ細やかに施設単位で取り組み、全体として中間目標年度までに６％削減、最終目標年

度までに２５％削減を目指します。 

                   

                          

(1) 省エネルギーの推進 

 (2) 新エネルギーの利用の推進 

 (3) 環境に配慮した公共施設の整備 

 (4) 環境に配慮した自動車の利用                             

 (5) 廃棄物の減量 

 (6) グリーン調達の推進                 

 (7) 環境に配慮する意識の高い職員の養成                

策定の背景 

目的 

対象範囲 

対象期間 

取組の内容 

目標 
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２ 平成２８年度実施状況  

（１） 施設ごとの二酸化炭素（ＣＯ２）削減状況  

                                    単位：ｋｇ-ＣＯ２ 

施設名称等 

平成１７年度 

（基準年度） 

平成２８年度 

実績 

削減量 

（２８－１７） 

平成３２年度 

（最終目標） 

    

庁舎 690,510 532,191 △158,319 

基準年度比 

－25％ 

地域センター 338,183 303,329 △34,854 

小平元気村おがわ東 76,319 81,773 5,454 

市民文化会館 960,089 792,191 △167,898 

保育園 317,623 315,182 △2,441 

健康福祉事務センター 56,736 49,529 △7,207 

福祉会館 187,186 259,032 71,846 

健康センター 89,445 90,784 1,339 

公共下水道管理センター 92,522 59,415 △33,107 

小学校 2,133,280 1,946,675 △186,605 

中学校 610,419 681,028 70,609 

学校給食センター 385,465 406,518 21,053 

市民総合体育館 595,834 519,525 △76,309 

公民館 295,123 218,172 △76,951 

図書館 600,837 526,804 △74,033 

その他施設※ 609,788 550,184 △59,604 

庁
用
車 

ガソリン 176,914 66,252 △110,662 

軽 油 11,043 11,637 594 

合 計 8,227,316 7,410,221 △817,095 

 

※その他施設：消防団分団、小平ふるさと村、平櫛田中彫刻美術館、花小金井武道館、市民プール、

テニスコート、グラウンド、子どもキャンプ場、学童クラブ、ほのぼの館、さわやか館、太陽福祉セ

ンター（障害者福祉センター）、あおぞら福祉センター、清掃事務所、リサイクルセンター、公園、

建設事業所、公衆トイレ、自転車駐車場等 

注：小平元気村おがわ東、福祉会館は、基準年度である平成１７年度に耐震補強工事等により空調設

備等の稼働が尐なかった。 
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取  組  項  目 目   標 平成 28年度実績 

省エネルギーの推進 

水道使用量 

平成24年度までに 361,000㎥

に削減し平成32年度まで維持

する。 

338,377㎥（○基 384,985㎥、○前 348,376㎥） 

○基比 12.1％減、○前比 2.9％減 

電気使用量 

使用量を抑制する。 

13,448,719ｋWh 

（○基 15,030,388ｋWh ○前 13,191,537ｋWh） 

○基比 10.5％減、○前比 1.9％増 

ガス使用量 

都市ガス 

760,416㎥ 

（○基 637,820㎥、○前 690,108㎥） 

○基比 19.2％増、○前比10.2％増 

ＬＰガス 

15,060㎥ 

（○基 69,711㎥、○前 17,590㎥） 

○基比 78.4％減、○前比14.4％減 

その他  

・ＬＥＤ照明器具の更新（庁舎、市民文化会

館他計 13施設） 

・ＬＥＤ照明器具の新設（小平第十小学校他

計３施設） 

・空調機の交換（ほのぼの館） 

・ＥＳＣＯ事業により、道路上の市管理街路灯

をＬＥＤ化 

新エネルギーの利用の推進  

・大沼地域センター、市民総合体育館、小平

第二小学校、十小学童クラブ第三に太陽光

発電設備を設置。 

（累計 32施設、414.8ｋＷ） 

環境に配慮した公共施設の整備 

施設の計画、運用、廃棄まで

のライフサイクルを通じ、環境

負荷を低減させる。 

環境配慮型建材及び再生材料を積極的に

使用し、建築廃棄物を適正に処理した。 

緑化の推進 
緑のカーテンの設置 

（庁舎、他計 71施設、前年より 8施設増） 

環境に配慮した自動車

の利用 
ＣＯ２排出量 

平成 24年度までに 30％削減

平成 32年度までに 50％削減 

ガソリン 

66,252ｋｇ-CO2 

（○基 176,914ｋｇ、○前 66,658ｋｇ） 

○基比 62.6％減、○前比 0.6％減 

軽油 

11,637ｋｇ-CO2 

（○基 11,043ｋｇ、○前 11,494ｋｇ） 

○基比 5.4％増、○前比 1.2％増 

廃棄物の減量 

廃棄物の排出量 
平成 24年度までに１％削減し

平成 32年度まで維持する。 

572,280ｋｇ（○基 486,626ｋｇ、○前 553,598ｋｇ） 

○基比 17.6％増、○前比 3.4％増 

資源化率 
平成 24年度までに 35％とし、

平成 32年度まで維持する。 

29.3％（○基 29.7％、○前 26.5％） 

○基比 1.3％減、○前比 10.6％増 

用紙購入量 

平成 24年度までに 1400万枚

とし、平成 32年度まで維持

する。 

14,695,470枚 

（○基 12,174,835枚、○前 14,716,880枚） 

○基比 20.7％増、 ○前比 0.1％減 

グリーン調達の推進 
各課で環境に配慮した物品の

調達に取組む。 

グリーン商品の購入及びリユースシステムの

活用の取組状況 74％ 

環境に配慮する意識の高い職員の養成 

職員の環境に対する意識の向

上を図り、研修や環境情報の

提供を実施する。 

・4/6新任研修プログラム内において、エコダ

イラ・オフィス計画について説明。 

・4/7、10/24 の予算事務担当者説明会及び

契約・会計事務担当者説明会にて、環境配

慮契約及びグリーン購入について説明 

・12/2、5「エコドライブシミュレータ体験会」を

実施。 

・エコダイラオフィスニュースを 5回発行。 

（２） 取組ごとの実施状況 

 

※○基：基準年度（平成 17 年度）、○前：前年度（平成 27 年度） 
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３ 環境行動チェックシートの調査結果について 

（１） 「省エネルギーの推進」について 

省エネルギーの推進については、「Ａ：毎回している」、「Ｂ：大体している」を合わせると

８８％、「Ｃ：あまりしていない」、「Ｄ：全くしていない」を合わせると１２％という結果に

なった。市が作成した節電対策基本方針に基づき、節電意識をもって職員が離席時の消灯、時

間外勤務時の必要最小限の照明、長時間離席する時のパソコンの電源オフなどの省エネ行動を

実施してきた結果と考えられるが、いまだ１２％の職員が実践していないとの回答をしている。

階段の積極的利用、離席時や残業時のこまめな消灯等、職員一人ひとりが実践することによっ

て大きな省エネ効果が生じるものであることから、引き続き本計画での取組の更なる周知、環

境啓発研修等による意識向上を図っていく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 「環境に配慮した自動車利用」について 

自動車利用における環境配慮行動は、ノーカーデーによる自動車使用の抑制及びエコドライ

ブの推進など周知に努めており、「Ａ：毎回している」、「Ｂ：大体している」を合わせると７

８％、「Ｃ：あまりしていない」、「Ｄ：全くしていない」を合わせると２２％という結果にな

った。庁用車の低公害車（低燃費車）への買い換え、「週に一度は乗らないデー」及び「冬期

自動車使用抑制キャンペーン」を実施し、燃料使用の抑制及び職員の意識改革に努め、庁用車

の走行距離は前年度より削減されているが、今後もエコドライブを徹底し、燃料消費量の削減

及びアイドリングストップの励行を周知し、職員の意識を高めることが必要である。 
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（３） 「廃棄物の発生抑制」について 

廃棄物の発生抑制については、「Ａ：毎回している」、「Ｂ：大体している」を合わせると７

８％、「Ｃ：あまりしていない」、「Ｄ：全くしていない」を合わせると２２％という結果にな

った。いまだ、２２％の職員が実践しておらず、今後も廃棄物の発生抑制に対する職員の意識

向上を図るため、ごみの分別、マイ箸の使用等を周知徹底していく必要がある。 

                                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (４) 「紙使用量の削減」について 

裏面再利用及び必要最小部数の印刷など、紙使用量の削減の意識・取組については、「Ａ：

毎回している」、「Ｂ：大体している」を合わせると８１％、「Ｃ：あまりしていない」、「Ｄ：

全くしていない」を合わせると１９％という結果になった。パソコンで作成した文書を安易に

打ち出すことなく、画面上で十分確認したうえで印刷するよう心がけ、資料等の印刷数量につ

いても精査し、必要最小部数の印刷、文書管理システムの利用及び内部資料等の印刷は裏面再

利用紙を積極的に活用するよう周知し、意識の徹底を図り、用紙類の購入量をできる限り抑制

していく必要がある。 

 

     

                 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５） 「グリーン調達の推進」について 

新任研修や予算事務担当者説明会、契約・会計担当者説明会において職員に周知をしている

が、グリーン商品の購入やリユースシステムの活用については、「Ａ：毎回している」、「Ｂ：

大体している」を合わせると７４％、「Ｃ：あまりしていない」、「Ｄ：全くしていない」を合
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わせると２６％であり、昨年度と比較すると、グリーン調達を励行する職員が増加している。

グリーン調達への意識が職員への中で尐しずつ浸透してきているように窺える。今後も職員一

人ひとりがグリーン調達の趣旨を十分理解し、購入に当たっては、必要性を考慮し、詰め替え

や交換が可能な製品やリサイクル製品、廃棄処分が容易な製品等を選定し、不要になった事務

用品等についてもすぐ廃棄するのではなく、リユースシステムを活用するなどの意識の向上を

図ることが必要である。 

                

 

 

 

 

 

 

 

 

               

（６） 「環境に配慮した職員の養成」について 

環境に配慮した行動を積極的に行い、環境情報をこまめに確認するなど、「Ａ：毎回してい

る」、「Ｂ：大体している」職員は合わせて５９％、「Ｃ：あまりしていない」、「Ｄ：全くして

いない」を合わせると４１％という結果になった。省エネルギーやグリーン調達等を始め、職

員一人ひとりの環境配慮行動の実践には、更なる意識啓発が必要である。地球温暖化を喫緊の

問題と捉え環境に配慮した行動は一人ひとりの責務であることを認識し、取組が推進されるよ

うこまめに情報提供を行い環境啓発研修等の充実を図ることが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 改善策 

省エネルギーの推進に関しては、東日本大震災以降の節電が定着しており、他の取組に比べ職

員の意識も高かった。平成２３年度から継続して、平成２８年度についても無理のない範囲で節

電に取り組んだ結果、７月から９月の夏季期間において、前年度に比べ、真夏日が多くエネルギ

ー消費量は増加傾向であったが、二酸化炭素排出量は前年度比で３．５％の増加にとどまった（８

頁、表２）。 

しかし、廃棄物の発生抑制やグリーン調達の推進については、さらなる職員の意識の向上を図
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り、「意識している」から「実行している」に、日々の行動を変えていくことが重要である。その

ためには、職員一人ひとりが自らの問題として捉え、常に環境に配慮した行動がとれるよう、意

識啓発のための情報提供等の充実を図り、職員研修等も合わせて実施していく必要がある。 

また、下記のような取組を継続して実施するとともに、省エネルギー設備、新エネルギー設備

等の導入の検討も含め、施設ごとの使用形態に応じた取組が必要である。 

【職員の具体的取組事例】 

（1）昼休み、離席時等不要な照明の消灯の徹底 

（2）冷暖房時でのブラインドの有効活用 

（3）ビン・カン・ペットボトル等の業者回収ボックス利用の徹底 

（4）紙類やプラスチック容器の分別収集 

（5）マイ箸、マイバッグ運動の推進 

（6）紙の裏面再利用 

（7）エコドライブの促進（アイドリング・ストップの励行含む） 

  （8）水曜日原則ノーカーデーの実施 

  （9）自転車利用の促進 

（10）グリーン購入の徹底 

（11）環境啓発研修の参加 

【施設での具体的取組事例】 

(1) 冷暖房の温度設定の遵守（室内温度を夏は２８度、冬は１９度を目安とする） 

（2）定時での一斉消灯、廊下などの照明の間引き 

（3）エレベーターの稼動台数削減及び稼動時間短縮化 

（4）夜間（２０：００～７：００）における自動販売機照明の消灯 

（5）電気給湯器の稼働台数の削減や沸騰時間の短縮化 

（6）緑のカーテンの設置拡大 

  （7）庁用車の台数削減 

  （8）照明器具の高効率化（ＬＥＤ照明器具） 

（9）省エネ型空調機器、給湯機器の導入 

（10）太陽光発電設備の設置 



 

8 

５ 参考 

（１） 用紙購入量調査について 

平成２８年度の用紙購入量は、平成３２年度の最終目標である１，４００万枚は達成できな

かったが、平成２７年度から文書管理システムが導入されたことなど、ペーパーレスの意識付

けにより、２年連続の減尐となった。 

用紙の購入量は、行政需要の拡大等の影響も大きいが、引き続きさらなる意識啓発を図るこ

とで、庁内情報ネットワークの活用による用紙の削減や裏面再利用紙の活用、協議会・審議会

等資料の両面印刷の徹底、会議資料の削減化等の徹底を行う。 

 
 

用紙購入枚数の推移（表１） 

 
用紙購入枚数 

対基準年度比 

増減率 

対前年度比 

増減率 

平成 17年度（基準年度） 12,174,835 － － 

平成 32年度（最終目標） 14,000,000 － － 

平成 22年度 15,194,896 24.8％ － 

平成 23年度 14,236,432 16.9％ ▲6.3％ 

平成 24年度 14,718,733 20.9％ 3.4％ 

平成 25年度 14,178,530 16.5％ ▲3.7％ 

平成 26年度 15,385,301 26.4％ 8.5％ 

平成 27年度 14,716,880 20.9％ ▲4.3％ 

平成 28年度 14,695,470 20.7％ ▲0.1％ 

 

（２） 二酸化炭素排出量について 

平成２８年度の二酸化炭素排出量は、前年度と比較すると３．５％の増となったが、これま

での取組により、基準年度と比較すると、二酸化炭素排出量は減尐している。今後も最終目標

の達成に向けて、引き続き施設毎のきめ細やかな省エネルギー対策への取り組み及び創エネル

ギーの設備の設置を促進がする必要である。 

 

二酸化炭素排出量の推移（表２） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 二酸化炭素 

排出量（kg-CO2） 

対基準年度比 

増減率 

対前年度比 

増減率 

平成 17年度(基準年度)  8,227,316 － － 

平成 32年度(最終目標) 6,161,756 － － 

平成 22年度 8,200,654 ▲0.3％ － 

平成 23年度 7,077,935 ▲14.0％ ▲13.7％ 

平成 24年度 7,176,155 ▲12.8％ 1.4％ 

平成 25年度 7,319,114 ▲11.0％ 2.0％ 

平成 26年度 7,191,846 ▲12.6％ ▲1.7％ 

平成 27年度 7,159,251 ▲13.0％ ▲0.5％ 

平成 28年度 7,410,221 ▲9.9％ 3.5％ 
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